
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

事　業　形　態　等

事 業 開 始 年 度 昭和４２年

指定管理者制度（使用料金制）

 ア　民間委託

神戸市駐車場事業経営戦略

職 員 数

民 間 活 用 の 状 況

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

 イ　指定管理者制度

計 画 期 間 ： ～

非適用

１人

団 体 名 ： 神戸市

事 業 名 ： 駐車場事業

策 定 日 ：

* 一日平均駐車台数×一台当たり平均駐車時間
収容台数×営業時間

 ×  100



（２） 料　金　形　態

（３） 駐車場実態調査による現状把握・分析

・交通が著しくふくそうする地域や路上駐車の多い地域における安全かつ円滑な道路交通の確保などのために一時利用として整備している。
・商業施設付近の駐車場は満車になる確率が高い。

駐車場利用台数（台）　平成29～令和元年度

使用料収入（千円）　平成29～令和元年度



四輪車の回転率（１ヶ月の利用台数／１ヶ月の収容台数）　平成29～令和元年度

２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・令和２年度に策定した、施設の修繕・更新費用や対策の優先順位を定めた「個別施設計画」に基づき、老朽化が進んだ施設の計画的な改修・更新
に取り組んでいく。

・指定管理者制度（使用料金制度）であり、駐車場使用料が主な収入となる

・指定管理費
・併設施設管理費
・定期駐車券、プリペイドカード等の印刷費
・福祉駐車券に関する経費

・安全かつ円滑な道路交通の確保
交通が著しくふくそうする地域や路上駐車の多い地域における安全かつ円滑な道路交通の確保に努める
・経営基盤の強化
指定管理者と連携して安定経営を図る
・満足度の高いサービスの提供
使用者のニーズを的確に把握することに努め、顧客満足度の向上に努める

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

その他

修繕箇所や設備投資すべき箇所を精査することで、計画的な投資を行う。
（「個別施設計画」に基づいて実施）投資の平準化に関する事項

指定管理者制度を導入しており、民間企業のノウハウを活用している。

委託費に関する事項 指定管理者制度を導入しており、管理業務を委託する。

その他

職員給与費に関する事項 市職員１人（兼務）で行う。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合に
は、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載す
ること。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

稼働率に関する事項

繰入金に関する事項

資産の有効活用に関する事項

その他

現在、繰入金なし。

利用者増に向けた対策の検討・サービス実施等を継続的に実施する。

毎月の事業報告で把握する。

定期的に周辺駐車場の料金調査を実施する。料金形態に関する事項

民間の活力の活用に関する事項
（ＰＰＰ・ＰＦＩ など）

事故のないようサービス向上に努める。
修繕箇所を精査し、優先すべき箇所から修繕を行う。

施設等の統合・縮小・廃止に関する事項

防災・安全対策に関する事項

検討の予定なし。

指定管理者と連携を図り、民間企業のノウハウを活用する。

民間の活力の活用に関する事項
（指定管理者制度、ＰＰＰ・ＰＦＩ など）



４．公営企業として実施する必要性など

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

主に毎月の報告書から進捗管理を行い、指定管理者更新時や大規模改修時等のタイミングで経営戦
略の見直しを実施する。

事 業 の 意 義 、 提 供 す る
サ ー ビ ス 自 体 の 必 要 性

公営企業として実施する必要性

交通が著しくふくそうする地域や路上駐車の多い地域に整備しており、安全かつ円滑な道路交通確保
などの機能を有している。

今後も、安全かつ円滑な道路交通確保や、適正な駐車料金の形成機能を維持していくため、公営企業
として継続することが望ましいと考えられる。



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 946,398 822,888 1,002,595 923,961 923,961 923,961 923,961 923,961 923,961 923,961 923,961 923,961

（１） (B) 863,744 696,201 912,375 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107

ア 863,744 696,201 912,375 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107

イ (C)

ウ

（２） 82,654 126,687 90,220 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854

ア

イ 82,654 126,687 90,220 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854 99,854

２ (D) 516,403 520,859 580,967 539,410 539,410 539,410 539,410 539,410 539,410 539,410 539,410 539,410

（１） 445,892 452,505 494,584 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327

ア

イ 445,892 452,505 494,584 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327 464,327

（２） 70,511 68,354 86,383 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083

ア

イ 70,511 68,354 86,383 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083 75,083

３ (E) 429,995 302,029 421,628 384,551 384,551 384,551 384,551 384,551 384,551 384,551 384,551 384,551

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 229,631 281,443 417,200 369,385 369,385 369,385 369,385 369,385 369,385 369,385 369,385 369,385

（１）

（２） (H)

（３）

（４） 167,181 192,579 179,880 179,880 179,880 179,880 179,880 179,880 179,880 179,880 179,880

（５） 62,450 88,864 417,200 189,505 189,505 189,505 189,505 189,505 189,505 189,505 189,505 189,505

３ (I) △ 229,631 △ 281,443 △ 417,200 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385 △ 369,385

(J) 200,364 20,586 4,428 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166

(K) 7,893

(L) 7,893

(M)

(N) 200,364 20,586 4,428 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166

(O) 203,610 20,000

元年度 2年度 12年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

9年度 10年度 11年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
元年度 2年度 12年度3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度

(P) 586 4,428 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166 15,166

(Q) 3,246

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 863,744 696,201 912,375 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107 824,107

（T)

(U)

(V)

(W)

(X)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 183 157

赤 字 比 率 （ ×100 ）

171 171 171 171

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

172 171 171 171 171 171

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計


